
④ ⽔利施設管理強化事業【公共】

（⽬的）

（主な事業要件と⽀援内容）

（団体営事業の費⽤負担割合）

（事業イメージ）

（対象）

主な⽀援内容主な事業要件

・管理費
・電⼒料、油脂費
・整備補修費

①⼀般型
国営造成施設等を管理する⼟地改良区⼜は市町村であること

②連携管理保全型
連携管理保全計画に位置付ける国営造成施設等を管理する⼟地改良
区⼜は市町村であること

流域治⽔対策の費⽤
・治⽔協定ダム・農業⽤

ため池の事前放流、低
⽔位管理、遠隔監視 等

③特別型
○流域治⽔対策

流域治⽔プロジェクト等に位置づけられた農業⽔利施設（①、②
の対象施設を除く）の施設管理者であること

渇⽔・⾼温対策の費⽤
・渇⽔対策BCPの策定、

ポンプの調達、運転等

○渇⽔・⾼温対策
渇⽔・⾼温対策を⾏う農業⽔利施設（①、②の対象施設を除く）
の施設管理者であること

特定外来⽣物対策の費⽤
・施設被害を予防するた

めの資機材の調達、運
転等

○特定外来⽣物対策
特定外来⽣物対策を⾏う農業⽔利施設（国営造成施設等及び国営
造成施設等と同⼀⽔系に位置する施設）の施設管理者であること

管理⽔準向上のための技
術的⽀援に要する費⽤

④管理⽔準向上型
①〜③の事業を実施する施設管理者であること

包括的⺠間委託の試⾏に
係る調査及びその実施に
要する費⽤

⑤包括的⺠間委託推進型
①〜③の事業を実施する施設管理者であること

（事業実施主体）

⼟地改良区⼜は市町村が管理する国営造成施設、
⽔資源機構営造成施設及び附帯施設※の維持管理費

・都道府県
・市町村

標準的な費⽤負担割合
農業者市町村県国

標準的な負担割合は定めておら
ず、地区毎・事業毎に関係機関
の調整を経て決定

実質19%等※①⼀般型

25%※②連携管理保全型

50%③特別型

50%④管理⽔準向上型

定額⑤包括的⺠間委託
推進型

※ 整備補修費に対する国庫補助率は50%

※ 国営造成施設等という。

農業⽔利施設を取り巻く情勢の変化による、施設管理の複雑化・⾼度化
都市化・混住化集中豪⾬の増加 農業構造等の変化

⽔路への廃棄物流⼊ 営農の多様化による⽔需要の変化市街地・集落の浸⽔

スクリーンの除塵作業 きめ細かな操作管理
農業⽔利施設の機能の適切な発揮

農業⽤ため池の低⽔位管理

農業⽔利施設は、⾷料安全保障の確保の基盤であり、国⼟保全や健全な⽔循
環の維持・形成に寄与していることから、⾃然的・社会的・経済的情勢の変
化を踏まえて、施設機能の適切な発揮を図るため、施設管理者を⽀援。

☝

⻑寿命化や更新のため、
⽔路等の整備をしたい

ネットフェンスの設置

特定外来⽣物の繁茂

取⽔の阻害
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⑤ ⼟地改良施設維持管理適正化事業【公共】

（対象）

⽔管理を
省⼒化したい

・⼟地改良区
・⼟地改良区連合
・市町村
・ＪＡ
・認可地縁団体 等

（事業実施主体）

⻑寿命化や更新のため、
⽔路等の整備をしたい

（⽬的） ため池の
改修・統廃合をしたい

（主な事業要件と⽀援内容）
主な⽀援内容

主な事業要件
ソフトハード

－

整備補修事業
（⼀般型・⽔⼟⾥ビジョン型）
○⼟地改良施設の定期的な整備補修
・原動機、ポンプ等のオーバーホール
防災減災機能等強化事業
○防災・減災機能の強化
・農業⽤防災重点ため池の整備
・⽔⾨の電動化
○施設管理の省エネ化・再エネ利⽤
・⾼効率モータへの更新、進相コンデ

ンサの設置、インペラの更新
・マイクロ発電施設の整備
○施設管理の省⼒化
・遠隔監視装置の設置 等

整備補修事業（⼀般型）
・総事業費200万円以上

また⼟地改良区にあっては、
・地区⾯積300ha以上
・市町村等⾏政区分単位
・職員１名以上 等
のいずれかに該当

整備補修事業
（⽔⼟⾥ビジョン型）
・連携管理保全計画（⽔
⼟⾥ビジョン）に位置付
ける施設の整備補修

・総事業費100万円以上
防災減災機能等強化事業
・総事業費100万円以上

農業⽔利施設（ため池、ポンプ、⽤排⽔路等）
（団体営事業の標準的な費⽤負担割合）

標準的な費⽤負担割合（内地／平地）
農業者県国

40.0【30.0】30.0【30.0】30.0【40.0】

30.020.050.0

（整備補修事業）

（防災減災機能等強化事業）

（事業の効果（施⼯事例））
整備補修事業（⼀般型・⽔⼟⾥ビジョン型）

原動機の分解補修、塗装

防災減災機能等強化事業

定期的に実施する必要のある修繕・補修を実施し、施設の機能保持、
耐⽤年数を確保

☝

農村地域の防災・減災や施設管理の省エネルギー化・再⽣可能エネルギー利
⽤及び施設管理の省⼒化に資する施設の整備を実施

☝

ため池護岸の整備 高効率モータへの更新 水位計の設置

※

※整備補修事業（⽔⼟⾥ビ
ジョン型）の場合、⼟地改
良区及び⼟地改良区連合が
事業実施主体。

※整備補修事業（⽔⼟⾥ビジョン型）の場合、【 】が負担割合となります。
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ため池のハザードマップを作成するとともに、市が出前講座を
開催し、住⺠にハザードマップの⾒⽅や活⽤⽅法を教えるなどの
取組を通じ、地域の防災意識が向上。

⑥ 農業⽔路等⻑寿命化・防災減災事業【⾮公共】

標準的な費⽤負担割合（内地／平地）
農業者市町村県国
15.0

(市町村営)
23.0

(改良区等営)

21.0
(市町村営)

13.0
(改良区等営)

14.050.0

7.025.018.050.0

（⽬的）

（主な事業要件と⽀援内容） （事業の効果（地区事例））

（⻑寿命化対策）

（防災減災対策）

農業⽔利施設等（ため池、ポンプ、⽤排⽔路等）
（対象）

※ 各市町村における費⽤負担割合は、お住まいの市町村にお問い合わせください。
※ 農道施設整備は、地⽅公共団体等の標準的な負担割合は定めておらず、地区毎・事業

毎に関係機関の調整を経て決定します。

主な⽀援内容
主な事業要件

ソフトハード

（⻑寿命化対策）
・機能保全計画、実

施計画の策定
・⽔利⽤調査・調整
・⼟地利⽤調整
・耐震性調査

（防災減災対策）
・機能保全計画、実

施計画の策定
・耐震性調査
・ハザードマップの

作成、研修、防災
訓練

等

（⻑寿命化対策）
◎⽤排⽔路、ポンプ、

農道施設等の整備
・給⽔栓、ゲート、

等を⾃動化するた
めの施設の整備

・スペア資材の確保

（防災減災対策）
・ため池の整備、廃

⽌（ため池の廃⽌に
伴い必要となる下流⽔
路の整備も可）

・施設の撤去・廃⽌
・排⽔ポンプ、農道

施設の整備
等

（共通）
○⾯積要件︓無し
・総事業費200万円

以上
・農業者２者以上
（施設の廃⽌を除く）
・最⼤３年（ため池

の整備は５年）で
完了すること

（事業実施主体）
・市町村
・⼟地改良区（連合）
・JA （連合） 等

ため池の廃止／山口県田布施町
たぶせちょう

ため池のハザードマップの作成／香川県観音寺市
かんおんじし

利⽤されていないため池の堤体を開削した上で、排⽔路の整備
等を⾏い、ため池を廃⽌することで、地域の安全を確保。

☝

◎︓主たる事業
・︓併せ⾏う事業

堤体を開削

洪⽔を安全に流下

ため池はん濫浸⽔想定区域
︓⽊造家屋倒壊のおそれのある区域
︓歩⾏困難区域
︓浸⽔想定区域 ため池

☝

ため池ハザードマップを⽤いた
出前講座の様⼦

（団体営事業の標準的な費⽤負担割合）

ため池を廃⽌したい

×
⻑寿命化や更新のため、
⽔路等の整備をしたい
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⑦ 農村地域防災減災事業【公共】

標準的な費⽤負担割合（内地／平地）
農業者市町村県国

7.025.018.050.0

0.029.021.050.0

（⽬的）

（主な事業要件と⽀援内容）

（団体営事業の標準的な費⽤負担割合）

（事業の効果（地区事例））

農業⽔利施設（ため池、ポンプ、⽤排⽔路等）
（対象）

※ 各市町村における費⽤負担割合は、お住まいの市町村にお問い合わせください。

主な⽀援内容
主な事業要件

ソフトハード

（ため池整備）
・実施計画の策定
・劣化状況評価
・地震・豪⾬耐性評

価
等

（⽤排⽔施設整備）
・実施計画の策定
・耐震性点検
・⻑寿命化計画の策定

(ため池整備)
◎ため池の改修、統

廃合
・附帯施設、下流⽔

路、管理施設の整備
等

（⽤排⽔施設整備）
・排⽔機場、排⽔路

の整備
等

（安全施設整備）
・転落防⽌柵等の整備

（ため池整備）
○⾯積要件︓2ha以上
・総事業費800万円

以上※

※防災重点農業⽤ため池を整
備する場合は4,000万円以
上

（⽤排⽔施設整備）
○⾯積要件︓おおむ

ね20ha以上
・総事業費800万円

以上

（事業実施主体）
・市町村
・⼟地改良区
・JA 等

ため池の改修／兵庫県洲本市
すもとし

排水施設の整備／ 新潟県新発田市
しばたし

排⽔路 排⽔機場

排⽔機場及び排⽔路を整備し、災害を未然に防⽌するとともに、
安⼼して営農に取り組むことができる環境を確保。

☝

⽼朽化したため池について、洪⽔吐きの設置による豪⾬対策、堤体への
押さえ盛⼟による耐震対策等を実施することで、災害に強いため池を整備。

☝

◎︓主たる事業
・︓併せ⾏う事業

ため池（整備前） ため池（整備後）

（ため池・⽤排⽔施設整備）

ため池の
改修・統廃合をしたい

⻑寿命化や更新のため、
⽔路等の整備をしたい

（防災重点農業⽤ため池・
安全施設整備）

12



⑧ 中⼭間地域農業農村総合整備事業【公共】

標準的な費⽤負担割合（内地／平地）
農業者市町村県国

5.023.017.055.0

（団体営事業の標準的な費⽤負担割合）

（事業イメージ）
※ 各市町村における費⽤負担割合は、お住まいの市町村にお問い合わせください。

☝ 中⼭間地域の特⾊を活かした営農の確⽴を⽀援するため、農業⽣産
を⽀える⽔路やほ場等の基盤整備と、⽣産・販売施設等の整備を総合
的に⽀援。

活性化施設を活⽤した
加⼯・販売による⾼付

加価値化

地域の特⾊を活かした
農産物の⽣産拡⼤

耕作が難しい農地を区
分し、粗放的に保全・

利⽤

＜整備前＞

＜整備後＞

農産物の
⾼付加価値化に
取り組みたい…

⽔路や農道が無秩序
に配置されて管理や
農作業に⽀障…

区画形状が不整形
でかつ狭⼩のため、
作業効率が悪い…

⼈⼝が減って、
荒廃農地が増
えている…

所得の確保が
できるように

なった︕

⽔路や農道を保全・再
編し、管理を省⼒化

条件不利な⽣産基盤の整備や
農地の荒廃対策等が必要

（⽬的）

（主な事業要件と⽀援内容）

中⼭間地域の農業⽣産基盤及び⽣産・販売
施設等

（対象）

主な⽀援内容
主な事業要件

ソフトハード

・実施計画
の策定

・経営体育
成促進換地
等調整

①農業⽣産基盤整備※4

・区画整理、農業⽔利施設、
耕作道、暗渠排⽔

・農⽤地保全施設
・農地・農業⽔利施設の再

編・整序化 等の整備
②農村振興環境整備※4※5

・⾼付加価値化のための加
⼯・販売施設

・地産地消型エネルギーシス
テム構築のための施設

・⾼収益作物導⼊のための農
業施設 等の整備

※4:①のうち、農地・農業⽔利施設の再
編・整序化を除く⼯種を１⼯種以
上、①②合わせて２⼯種以上取り
組む必要

※5:①に併せて実施可能(②単独は不可)

○⾯積要件︓10ha※1以
上※1: ⽣産･販売施設等を実
施する場合は５ha以上

・中⼭間地域※2にお
いて実施すること

※2 :５法指定地域（過疎、
⼭村、離島、半島、特定農
⼭村）or指定棚⽥地域で
あって、林野率50%以上か
つ農⽤地の傾斜が1/100以
上の⾯積が全農⽤地の⾯積
の50%以上を占める地域

・⾼付加価値化等を
通じた所得確保のた
めの取組※3と、農
地等の⽣産基盤の保
全・再編利⽤の取組
を⾏うこと

※3: ⽬標値は地域毎に設定

（事業実施主体）
・市町村
・官⺠連携の団体

（農村振興環境整備の
⼀部メニュー）

中⼭間地域で基盤と施設を
総合的に整備したい

＋
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処理⼈⼝の減少により、施設の処理能⼒に余裕が⽣じている２つの
地区を再編することにより、維持管理コストの削減など、農業集落排
⽔施設の持続性の向上を図る。

⑨ 農村整備事業【公共】

（⽬的）

（主な事業要件と⽀援内容）

（団体営事業の費⽤負担割合）

（事業イメージ）

（対象）

主な⽀援内容
主な事業要件

ソフトハード

（定額）
・⻑期的な機能保全

対策および整備⽅
針の策定

・点検
・機能診断
・⽼朽化対策や災害

対策の検討
・農業集落排⽔汚泥

資源の農地還元の
ための調査・調整、
技術的検討及び計
画策定

（定率）
・ハード事業の実施

に係る事業計画の
策定

①農村インフラの強靱化
既存の施設の

・改築、更新、機能強化
・耐震、浸⽔、停電対策
・再編、集約、撤去

②農村インフラの⾼度化
・農道の改良（拡幅等）
・省エネ技術の導⼊
・管理システム（遠⽅監

視システム等）の整備
・集落排⽔汚泥の循環利

⽤のための施設の整備

（農業集落排⽔施設）
・受益⼾数20⼾以上、末端受

益2⼾以上

（農道・集落道）※ハードの場合
・総事業費3,000万円以上

(主要道路、鉄道の跨線橋、避難
経路に指定された道路、再編・集
約等を⾏うものは800万円以上)

（営農飲雑⽤⽔施設）
・末端受益2⼾以上

（地域資源利活⽤施設）
・停電時でも発電が可能な施

設の整備・更新・機能強化
を含むもの

（集落防災安全施設）
・災害時に家屋等に被害が⽣

じるおそれのある施設

（事業実施主体）

☝
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農村インフラ施設（農業集落排⽔施設、農道等）

・市町村
・⼟地改良区
・JA

等

農業集落排水処理区の再編による維持管理費の削減

P
撤去予定処理施設

加圧ポンプ設置

接続管路(L=443m)

既設管路 加圧して
隣接地区
へ送⽔

既設管路

農道施設のメンテナンスサイクルの確立を一体的に支援

農道施設の点検・診断、整備⽅針・機能保全計画の策定、保全対策
を⼀体的に⽀援することにより、農道の維持管理コストを削減すると
ともに、農道の機能を確保し、農村地域の強靱化を図る。

☝

保全対策の実施施設の点検

※ 点検・診断・整備⽅針の策定は定額補助

標準的な費⽤負担割合（内地／平地）
農業者市町村県国

標準的な負担割合は定めておらず、地区毎・
事業毎に関係機関の調整を経て決定50%

1

2

3

4

5

6

維
持

管
理

費
（

百
万

円
/年

）

再編前後の維持管理費

再編前
再編後

維持管理費を
320万円/年削減



⑩ 農⼭漁村振興交付⾦（情報通信環境整備対策）【⾮公共】

（⽬的）

（主な事業要件と⽀援内容）

（団体営事業の標準的な費⽤負担割合）

（事業イメージ）

（対象）

主な⽀援内容
主な事業要件

ソフトハード

（定額）
・事業実施区域における情

報通信技術の利⽤ニーズ
等調査

・無線通信の伝送距離の確
認等の試⾏調査

・専⾨家の派遣、ワーク
ショップの実施

・整備計画の策定
・【先進的情報通信環境整備

型のみ】衛星通信等の先進
的技術を⽤いた情報通信
施設の適応可能性の検討

・【⼟地改良区運営基盤強化
型のみ】⼟地改良区が整備
する情報通信施設の組合
員以外の利⽤者との調整
等運⽤⼿法の検討

（定率）
(1)農業農村インフラの

管理の省⼒化やス
マート農業の実装に
必要な下記の整備
①光ファイバ
②無線基地局

(2)①、②を活⽤して農
業農村インフラの監
視・制御やスマート
農業を⾏うための附
帯設備（送受信機、
RTK-GNSS基準局※

等）※RTK-GNSS基準局
のみ、①、②を伴わない
場合も⽀援

(3)①、②を活⽤して地
域活性化に有効利⽤
するための附帯設備

【ソフト】
・情報通信環境整備対策

事業実施計画の策定

【ハード】
・情報通信環境整備対策

事業実施計画の策定
・総事業費800万円以

上（ただし、RTK-
GNSS基準局の単独
整備の場合は200万
円以上）

・農業⽔利施設の管理
のための整備の場合、
施設の受益⾯積20ha
以上（中⼭間地域等に
おいては５ha以上）

・スマート農業のための
整備の場合、受益者数
２者以上

（事業実施主体）

☝
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・都道府県
・市町村
・⼟地改良区
・ＪＡ
・地域協議会 等

農業農村インフラの管理やスマート農業の実装
のための情報通信施設

（光ファイバ、無線基地局等）

農業⽔利施設等の農業農村インフラの管理の省⼒化・⾼度化やス
マート農業の実装を図るとともに、地域活性化を促進するための情
報通信環境の整備を⽀援。

情報通信環境を
整備したい

標準的な費⽤負担割合（内地／平地）
農業者市町村県国

標準的な負担割合は定めておらず、地区毎・
事業毎に関係機関の調整を経て決定50%

※ 定率補助の場合

無線基地局。地域の取組内容に応じ
て適切な通信規格（LPWA、BWA、
Wi-Fi、ローカル5G等）を選定。

光ファイバ 無線基地局

情
報
通
信
施
設

排⽔機場

頭⾸⼯

⿃獣罠
センサー

公衆無線LAN

ため池 ドローン

農業集落排⽔

農業⽤ダム

選果場

居住エリア
⾃動給⽔栓

⾃宅から農地を
監視

事務所から施設を
監視・制御

農作業
体験施設

（情報通信施設の活⽤例）
農業農村インフラの管理の省⼒化・⾼度化に関する利⽤

地域活性化に関する利⽤スマート農業の実装に関する利⽤

光ファイバ

マルチセンサー
（気温、湿度等）

監視カメラ

⾃動給⽔栓

⽔位センサー

農機の
⾃動操舵

ハウス
環境計測

RTK-GNSS基準局



⑪ ⼟地改良事業の⼯事の委託
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令和４年の⼟地改良法の改正により、⼟地改良事業団体連合会の会員（市町村や⼟地改良区等）は、⼟地
改良事業団体連合会へ⼯事等を委託できるようになりました。

○ 市町村、⼟地改良区等においては、⼟地改良事業の⼯事施⼯等を担当する技術職員が年々減少傾向にあります。
○ 今後は、⼟地改良事業の実施に係る⼀連の業務（調査・計画・設計、⼯事の発注、進捗管理等）を担う⼈材が不⾜

し、市町村、⼟地改良区等が実施する⼟地改良事業の円滑な実施に⽀障が⽣じるおそれがあります。
○ このような市町村、⼟地改良区等における技術職員の不⾜を踏まえ、防災・減災対策や⼩規模な農業基盤の整備等

を円滑に⾏うため、⼟地改良事業団体連合会は、会員である市町村、⼟地改良区等からの委託を受けて⼟地改良事業
の⼯事等を実施できることとなりました。

☝

ー背景等ー

⼟地改良事業実施の流れ

事業実施主体
（市町村、⼟地改良区等）

⼟地改良法の⼿続

事業進捗・予算管理

各種許可申請、関係機関協議

地元説明、⽤地交渉等

⼀部は外部発注し、
履⾏状況を監督

コンサルタント

調査・計画

コンサルタント

設計・積算

建設業者

⼯事

外部発注し、
履⾏状況を監督

⼟地改良事業団体連合会
⼯事に係る業務管理

【ケース１】発注・監督を委託

コンサルタント コンサルタント 建設業者

事業実施主体
（市町村、⼟地改良区等）

⼟地改良法の⼿続

予算管理

各種許可申請、関係機関協議

地元説明、⽤地交渉等

委 託 業
務
補
助

契約事務のみ
連合会

履⾏監督

【ケース２】 監督を委託

コンサルタント コンサルタント 建設業者

事業実施主体
（市町村、⼟地改良区等）

⼟地改良法の⼿続

予算管理

各種許可申請、関係機関協議

地元説明、⽤地交渉等

委 託
業
務
補
助

⼟地改良事業団体連合会が⼯事に係る業務を受託

設計・積算調査・計画 ⼯事 調査・計画 設計・積算 ⼯事

（⼯事委託のイメージ）



・⽔利施設等保全⾼度化事業のうち
簡易整備型、⾼収益作物転換型、
畑作物等転換型

・⽔利施設管理強化事業
・⼟地改良施設維持管理適正化事業
・農業⽔路等⻑寿命化・防災減災事業（⾮公共）

かんがい排⽔
○農業⽔利施設（農業⽤ダム、頭⾸⼯、⽤排⽔路

等）の新設・更新、⻑寿命化のための補修・補強

農村整備
○農業集落排⽔施設、農道等の⽣活インフラ、情報

通信環境の整備

中⼭間地域の総合的な整備
○農地・農業⽔利施設・農道等の⽣産基盤と、

⽣産・販売施設等の総合的な整備

事業の内容

農地整備
○農地の⼤区画化、汎⽤化、畑地化

農地防災
○農業⽔利施設・ため池等の豪⾬・耐震化対策
（ため池の廃⽌を含む）、地すべり防⽌対策

（参考）農業農村整備関係事業（団体営事業）の体系

・農業基盤整備促進事業
・農地中間管理機構関連農地整備事業
・農地耕作条件改善事業（⾮公共）
・畑作等促進整備事業（⾮公共）

・農村地域防災減災事業
・農業⽔路等⻑寿命化・防災減災事業（⾮公共）

団体営事業

・中⼭間地域農業農村総合整備事業

・農村整備事業
・農⼭漁村地域整備交付⾦
・農⼭漁村振興交付⾦のうち

情報通信環境整備対策（⾮公共） 17



農林⽔産省農村振興局整備部設計課
〒100-8950 東京都千代⽥区霞が関1-2-1
TEL︓03-3502-8695（直通）
FAX︓03-5511-8251

 北海道農政部農村設計課（011-204-5398）

 東北農政局設計課事業調整室（022-221-6277）

 関東農政局設計課事業調整室（048-740-0541）

 北陸農政局設計課事業調整室（076-232-4722）

 東海農政局設計課事業調整室（052-223-4634）

（お問合せ先）

 近畿農政局設計課事業調整室（075-414-9513）

 中国四国農政局設計課事業調整室（086-224-9419）

 九州農政局設計課事業調整室（096-300-6403）

 沖縄総合事務局農村振興課（098-866-1652）


